












































































































aH al2 71 ′2 dl XL Vl P1 〟
0.2 0.1 4 10 0.02 80 8 8.90 0.36





































































































































































＼ C+Ⅴ+M C Ⅴ+M Ⅴ M
社会的総計 1840.00 520.00 1320.00 844.80 475.20
Vl 8.00 4.00 4.00 2.56 1.44
V2 12.00 2.00 10.00 6.40 3.60
社会的総計 1840.00 524.66 1315.34 830.60 484.74
p.* 8.90 4.04 4.86 2.52 2.34
p,* ll.28 2.02 9.26 6.29 2.97
社会的総計 1846.52 526.52 1320.00 833.54 486.46
p.* 8.93 4.05 4.88 2.53 2.35
p2*" ll.32 2.03 9.30 6.31 2.98
社会的総計 1803.79 514.34 1289.45 814.25 475.20
pl**' 8.72 3.96 4.77 2.47 2.30
2.91× 486.46-484.74
475.20
△‡*-(2,53-2.56)-2.30×
A;*-(6.31-6.40)-2.91×
E･一書'言J
(11芸諾)
A;**-2.30-1.44
A;**-2.91-3.60
したがって,㊨,㊨,⑳ 式と⑳,㊨,⑳ 式からそれぞれ
AT+AT*+AT*-0.02+0.02+0.86-0.90
㊨
A,～+A2*+A2**--0.01I0.02I0.69--0.72 ⑳
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が確認でき,⑳式の関係が成り立っていることがわかる (ただし,計算は
小数点以下第3桁を四捨五入).
Ⅳ.小 括
本稿の結論は,すでに述べたように,諸商品の生産価格の労働価値からの
乗離が次のような3種類の変化によって生じているということである.
i) C部分とⅤ+M部分の間の構成比の変化
i) Ⅴ部分とM部分の間の構成比の変化
ii)M部分の部門間配分比の変化
これらの諸要因による生産価格の労働価値からの乗雛は,単なる ｢剰余価値
の再分配｣にとどまらない不等労働量交換を引き起こす.i)やi主)の変化
によって引き起こされる不等労働量交換は,ii)の変化の場合のようにエク
スプリシットではないかも知れないが,労働者階級は労働力の販売と生活手
段の購買過程で,社会的総資本は生産手段の購買と生産物の販売過程で,そ
れぞれ否応なくこれを行って各自の再生産を確保している.したがって,刺
余価値の実体と利潤の実体は,社会的総計でみてもまったく同一の剰余労働
であるとはいえないし,社会的に集計したC部分やⅤ部分の交換価値の実体
をなす投下労働も,労働価値でみた場合と生産価格でみた場合とで完全に同
じであるとはいえない.
本稿の分析過程では,総価値-総生産価格と並んで総価値生産物-総収入
と総剰余価値-総利潤の想定が,生産価格の労働価値からの東経を要因別に
抽出するために一定の役割を演じてきた.しかし,総価値-総生産価格の成
立とは異なって,総価値生産物-総収入と総剰余価値-総利潤は最終的には
否定されるべき総計一致であり,これら2命題の不成立こそが生産価格体系
のもとで ｢剰余価値の再分配｣以外の不等労働量交換の存在を裏付けるもの
として,見逃すことのできない分析的意義をもつのである.
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〔追記〕 脚注 (2)で掲げた最近の拙稿2編と同時期に公表された神田敏英氏の論
文 ｢価値の生産価格への転化 :マルクス転化論の意義と修正｣(『岐阜大学地
域科学部研究報告』第4号,1999年3月)が,生産価格論における総計一致
命題と生産価格の労働価値からの流離にかんして,筆者と基本的に同一の主
張を行っている.価値論 ･価格諭の方法的側面にかんしては見解の異なる点
もあるが,拙稿とともに比較 ･検討されたい.
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